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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信対象の端末装置と通常の主送信および協調送信を行うことが可能な基地局装置にお
いて、
　前記端末装置に固有の参照信号の識別符号を決定する参照信号識別符号決定手段と、
　決定された前記識別符号に基づいて前記参照信号を生成する参照信号発生手段と、
　前記参照信号含む信号を送信する送信手段と、
を備え、
　前記参照信号発生手段は、通信対象の前記端末装置と前記協調送信を行う場合に用いる
協調送信用参照信号が、前記主送信を行う際に用いる主送信用参照信号とは異なるように
生成し、
　前記送信手段は、前記端末に生成した協調送信用参照信号を送信することを特徴とする
基地局装置。
【請求項２】
　前記参照信号識別符号決定手段は、
　前記協調送信用参照信号の識別符号を、前記主送信用参照信号の識別符号とは異なる変
数を用いて生成することを特徴とする請求項１に記載の基地局装置。
【請求項３】
　前記参照信号識別符号決定手段は、
　前記協調送信用参照信号の識別符号を、前記主送信の際に用いるセル識別符号と、前記
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主送信の際に前記端末装置に割り当てたセル内端末識別子に演算を施した値と、を変数と
する演算により生成することを特徴とする請求項２に記載の基地局装置。
【請求項４】
　前記参照信号識別符号決定手段は、
　前記主送信の際に前記端末装置に割り当てたセル内端末識別子の値と、前記主送信の際
に前記端末装置に割り当てたセル内端末識別子に一定の演算を施した値との差分を求め、
　前記送信手段により前記端末装置に前記差分を送信することを特徴とする請求項３に記
載の基地局装置。
【請求項５】
　前記参照信号識別符号決定手段は、
　前記協調送信用参照信号の識別符号を生成する変数として、前記協調送信の際に用いら
れるセル識別子を用いることを特徴とする請求項２に記載の基地局装置。
【請求項６】
　前記参照信号識別符号決定手段は、
　前記協調送信用参照信号の識別符号を生成する変数として、前記主送信の際に用いられ
るセル識別子と異なるセル識別子と、前記主送信の際に該端末装置に割り当てたセル内端
末識別子とを用いることを特徴とする請求項２に記載の基地局装置。
【請求項７】
　前記参照信号識別符号決定手段は、
　前記協調送信用参照信号の識別符号を生成する変数として、通信対象の端末装置に対す
る接続端末制限セルのセル識別子と、前記主送信の際に該端末装置に割り当てたセル内端
末識別子のうちの一部のセル内端末識別子とを用いることを特徴とする請求項２に記載の
基地局装置。
【請求項８】
　前記基地局装置が存在する方向のビームを形成する重み付け係数を決定する重み付け手
段をさらに備え、
　前記送信手段により前記重み付け係数を送信するビームフォーミング方式を用いること
を特徴とする請求項１乃至７のいずれかに記載の基地局装置。
【請求項９】
　セル固有の共通参照信号に基づき、前記基地局装置からの信号に対する重み付け係数を
決定する重み付け手段をさらに備え、
　前記主送信の際に前記重み付け手段により決定した重み付け係数を前記送信手段により
前記端末装置に送信する複数端末複数入力複数出力方式を用いることを特徴とする請求項
１乃至７のいずれかに記載の基地局装置。
【請求項１０】
　前記端末装置からの信号の到来方向を推定する手段を備え、
　前記重み付け手段は、重み付け係数を決定することを特徴とする請求項８または９に記
載の基地局装置。
【請求項１１】
　前記参照信号発生手段は、
　前記協調送信用参照信号のリソースブロック内への配置を、前記主送信用参照信号の配
置と異なるものとすることを特徴とする請求項１乃至１０のいずれかに記載の基地局装置
。
【請求項１２】
　前記参照信号発生手段は、
　前記協調送信用参照信号のリソースブロック内への配置を、前記主送信用参照信号と、
前記協調送信用参照信号とを時分割で行うことを特徴とする請求項１１に記載の基地局装
置。
【請求項１３】
　前記参照信号発生手段は、
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　前記協調送信用参照信号のリソースブロック内への配置を、前記主送信用参照信号の配
置と異なるものし、前記共通参照信号の配置位置が重複する場合においては、重複する前
記協調送信用参照信号を配置を他の送信シンボルへ配置し、かつ一部の送信シンボルにお
ける参照信号については送信を行わないことを特徴とする請求項９に記載の基地局装置。
【請求項１４】
　前記送信手段は、前記協調送信を特定の周波数帯域でのみ行なうことを特徴とする請求
項１乃至１３のいずれかに記載の基地局装置。
【請求項１５】
　前記送信手段は、前記協調送信を特定の時間帯域でのみ行なうことを特徴とする請求項
１乃至１３のいずれかに記載の基地局装置。
【請求項１６】
　複数の基地局装置からの信号を同時に受信し、協調受信を行うことが可能な端末装置に
おいて、
　請求項１乃至１５のいずれかに記載の基地局装置からの信号を同時に受信する手段と、
　受信した参照信号に基づいて伝搬路変動を推定して伝搬路変動補償値を求める伝搬路推
定手段と、
　前記伝搬路変動補償値に基づいて各基地局装置からの信号の伝搬路変動の補償を行う伝
搬路補償手段と、を備えることを特徴とする端末装置。
【請求項１７】
　請求項１乃至１５のいずれかに記載の基地局装置と、請求項１６に記載の端末装置とか
ら構成され、
　前記端末装置は複数の前記基地局装置からの信号を同時に協調受信することを特徴とす
る無線通信システム。
【請求項１８】
　通信対象の端末装置と主送信および協調送信を行うことが可能な基地局装置に読み込ま
せて実行させるためのプログラムにおいて、
　前記基地局装置に、
　前記端末装置に固有の参照信号の識別符号を決定する参照信号識別符号決定手段と、
　決定された前記識別符号に基づいて前記参照信号を生成する参照信号発生手段と、
として機能させ、
　前記参照信号発生手段は、通信対象の前記端末装置と前記協調送信を行う場合に用いる
協調送信用参照信号が、前記主送信を行う際に用いる主送信用参照信号とは異なるように
生成し、
　送信手段により前記端末装置に参照信号を送信させることを実行させることを特徴とす
るプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線通信技術を利用した通信技術に関し、特に、複数基地局と端末装置間で
協調受信を行う基地局装置、端末装置、それらを備えた無線通信システムおよびその基地
局に実行させるプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、進化した第三世代無線アクセス（Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｅｒ
ｒｅｓｔｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ、以下、「ＥＵＴＲＡ」と称する。）及び
進化した第三世代無線アクセスネットワーク（Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔ
ｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ、以下、「ＥＵＴＲ
ＡＮ」と称する。）が検討されている。これらの仕様はロングタームエボリューション（
Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ以下、「ＬＴＥ」と称する。）と呼ばれている
。ＥＵＴＲＡの下りリンクとしては、ＯＦＤＭＡ（Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅ
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ｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ　Ａｃｃｅｓｓ）方式が提案され
ている（非特許文献１）。
【０００３】
　また、次世代のＥＵＴＲＡおよびＥＵＴＲＡＮとして、進化したロングタームエボリュ
ーション（ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ）が提案されている（非特許文献２）。またこれに
用いる技術の一つとして、セル間協調受信が提案されている（非特許文献３、４）。
【０００４】
　以下に上記の技術の内容について簡単に説明する。
【０００５】
　１）ＥＵＴＲＡの下りリンク無線フレーム構成に関する説明
　ＯＦＤＭＡ方式における下りリンク無線チャネルの配置については、ＯＦＤＭ信号の周
波数軸（サブキャリア）と時間軸（ＯＦＤＭシンボル）とのリソースを用いて、時間分割
多重ＴＤＭ（Ｔｉｍｅ　Ｄｉｖｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）、周波数分割多重Ｆ
ＤＭ（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）、または、ＴＤ
Ｍ・ＦＤＭの組み合わせで、時間・周波数に多重する方法が提案されている。
【０００６】
　また、３ＧＰＰのＥＵＴＲＡ技術検討の国際会合により作成された技術仕様文書におい
て、下りリンク無線フレームの構成、無線チャネルのマッピング方法が提案されている。
【０００７】
　図１７は、３ＧＰＰで提案されているＥＵＴＲＡの下りリンク無線フレーム構成例であ
り、無線チャネルマッピングの例を示す図である。図１７に示す下りリンク無線フレーム
は、周波数軸（縦軸）の複数サブキャリアのかたまりで周波数帯域幅Ｂｃｈと時間軸（横
軸）のシンボルにより構成されている。図示するように、１スロットは７シンボルからな
っており、２スロットで１サブフレームを構成する。１２サブキャリア×７シンボルによ
り、２次元の無線リソースブロックが構成されており、時間軸上において連続する２つの
無線リソースブロックにより、図１７において太線で囲まれているリソースブロックペア
（ＲＢペア）が構成されている。このリソースブロックペア（ＲＢペア）が複数集まって
、無線フレームを構成する。尚、１つのサブキャリアと１つのＯＦＤＭシンボルから構成
される、最小の単位をリソースエレメントと称する。
【０００８】
　例えば、図１７に示すように、周波数軸では、下りリンクの全体のスペクトル（基地局
固有のシステム周波数帯域幅Ｂｃｈ）が２０ＭＨｚ、１つの無線フレームが１０ｍｓ、サ
ブフレームＳＦが１ｍｓであり、１２本のサブキャリアと１つのサブフレーム（１ｍｓ）
とでリソースブロックペア（ＲＢペア）が構成される。サブキャリア周波数帯域幅Ｂｓｃ
を１５ｋＨｚとする場合、リソースブロックの周波数帯域幅Ｂｃｈは１８０ｋＨｚ（１５
ｋＨｚ×１２）であり、下りリンクでは、２０ＭＨｚ帯域全体で１２００本のサブキャリ
アが含まれる。無線フレームには１００個のＲＢが含まれる。
【０００９】
　図１７に示す４送信アンテナの場合には、全体で見ると、第１、第５、第８、第１２の
ＯＦＤＭシンボルに、第１のアンテナの参照（リファレンス）信号ＲＳ０（図では参照信
号を、ＲＳのＳを省略して、例えばＲＳ０をＲ０のように示す）と第２のアンテナの参照
信号ＲＳ１とが含まれていることがわかる。また、第２、第９ＯＦＤＭシンボルには、第
３のアンテナの参照信号ＲＳ２と第４のアンテナの参照信号ＲＳ３とが同様に配置されて
いる。（下記非特許文献１参照）。
【００１０】
　２）ビームフォーミングに関する説明
　複数のアンテナを並べて構成するアレーアンテナを用いることで、送受信アンテナのビ
ームパターンのゲインや指向性を可変させる、前述のビームフォーミングと称する技術が
実現できる。（非特許文献４）。ビームフォーミングを用いることで通信可能距離の拡大
や、複数装置での通信における干渉低減を図ることが出来る。ＬＴＥでは端末装置への送
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信にビームフォーミングが適用される場合は、第６のアンテナから送信が行なわれ、第６
のアンテナから端末固有の参照信号ＲＳ５が送信される。図１８にＲＳ５の配置の一例を
示す。参照信号ＲＳ５の識別符号は端末毎に割り当てられるセル内端末識別子（Ｃｅｌｌ
－ｓｐｅｃｉｆｉｃ－Ｒａｄｉｏ　Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｔｅｍｐｏｒａｒｙ　Ｉｄｅｎｔｉ
ｆｉｅｒ、以下Ｃ－ＲＮＴＩと称する）およびセル識別子を変数とする演算により生成さ
れ、端末との通信の際に割り当てられる。また、そのリソースエレメントへの配置位置は
、セル識別子に応じて周波数方向へシフトされ、配置される。
【００１１】
　３）複数端末複数入力複数出力方式（ＭＵ－ＭＩＭＯ）
　同一周波数において、複数の送信アンテナおよび複数の受信アンテナを用いて送受信を
行い、送受信アンテナ間で複数の伝搬路が生起することを利用して伝搬路多重を行う、複
数入力複数出力（Ｍｕｌｔｉ－Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉ－Ｏｕｔｐｕｔ、以下ＭＩＭＯと
称する）が提案されている（非特許文献５）。ＭＵ－ＭＩＭＯ（複数ユーザ－ＭＩＭＯ）
は、複数の端末を用いてＭＩＭＯを実施するものであり、同一周波数を用いて複数の端末
が同時に通信を行うことができる。
【００１２】
　４）到来方向推定（Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ　Ｏｆ　Ａｒｒｉｖａｌ、以下ＤＯＡ）を用い
たビームフォーミングの説明
　ビームフォーミングを行うには、基地局が端末装置へ送信する際に指向性を実現するた
めに使用する各送信アンテナの重み係数を、端末装置が最適な指向性となるものを選択し
、基地局装置へ使用する重み係数を送信し、基地局装置が送信された重み係数で持って送
信アンテナの重み付けを行うことで、最適な指向性を実現する、閉ループ重み係数フィー
ドバック方式と、端末装置から重み係数の送信を行わないで、基地局が独自に重み係数を
選択し重み付けを行う開ループ重み係数方式がある。開ループ重み係数方式には、基地局
装置が端末装置の上り信号から到来方向を推定し、その方向に指向性を生じさせる重み係
数を選択して送信を行う、到来方向推定（ＤＯＡ）方式が提案されている（非特許文献６
）。
【００１３】
　５）複数基地局信号協調受信方式
　セル端での端末装置の受信特性改善のため、複数の基地局から同時に送信を行い、端末
装置で複数の基地局からの信号を受信する、複数基地局信号協調受信方式が提案されてい
る（非特許文献２、３）。これらは、複数の基地局装置からの信号を、それぞれ１つのア
ンテナからの送信信号とみなして、ＭＩＭＯを行うことで送信ダイバシティ効果による受
信品質の向上効果を得たり、空間多重効果により伝送容量の増大を図るものである。図１
９は複数基地局信号協調受信方式の概要を表したものである。端末装置ＵＥ１００は主と
なる基地局装置ＢＳ１００からの信号を受信するほかに、周辺の基地局装置ＢＳ２００、
ＢＳ５００、ＢＳ６００、ＢＳ７００からの信号も同時に受信する。端末装置ＵＥ１００
と基地局装置ＢＳ１００との距離が離れている場合、一般的には受信特性が低下する。こ
れを他の基地局からの信号も同時に受信することで特性の劣化を抑える。端末装置ＵＥ１
０１は同じく基地局装置ＢＳ１００と主として通信を行うが、距離が近いため協調受信を
行う他の基地局はＢＳ３００の一つでよい。このように、端末装置の位置により、協調受
信に用いる基地局の位置や数を適応的に変化させる。基地局間はバックハウルと呼ぶ通信
回線で接続されている。たとえば端末装置ＵＥ１０１へ送信するデータは、基地局装置Ｂ
Ｓ１００から送信されるデータと、バックハウルを通じてＢＳ３００から送信されるデー
タにより構成される。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００１４】
【非特許文献１】３ＧＰＰ　ＴＳ　３６．２１１、Ｖ８．３．０（２００８－０５）、Ｔ
ｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　Ｇｒｏｕｐ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓ



(6) JP 5410437 B2 2014.2.5

10

20

30

40

50

ｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ；　Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ
　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　（Ｅ－ＵＴＲＡ）；　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ
ｓ　ａｎｄ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　（Ｒｅｌｅａｓｅ　８）．インターネット＜ＵＲＬ
：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．３ｇｐｐ．ｏｒｇ／ｆｔｐ／Ｓｐｅｃｓ／ｈｔｍｌ－ｉｎｆｏ
／３６２１１．ｈｔｍ＞
【非特許文献２】“Ｐｒｏｐｏｓａｌｓ　ｆｏｒ　ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｔｅｃｈ
ｎｏｌｏｇｉｅｓ”，３ＧＰＰ ＴＳＧ　ＲＡＮ　ＷＧ１　Ｍｅｅｔｉｎｇ　＃５３ｂｉ
ｓ，ＮＴＴ　ＤｏＣｏＭｏ，Ｉｎｃ．，Ｗａｒｓａｗ，Ｐｏｌａｎｄ，Ｊｕｎｅ　３０－
Ｊｕｌｙ　４，２００８，Ｒ１－０８２５７５
【非特許文献３】“Ａ　ｄｉｓｃｕｓｓｉｏｎ　ｏｎ　ｓｏｍｅ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ
　ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓ　ｆｏｒ　ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ”，３ＧＰＰ ＴＳＧ　Ｒ
ＡＮ　ＷＧ１　＃５３，Ｋａｎｓａｓ　Ｃｉｔｙ，ＵＳＡ，Ｍａｙ　５－９，２００８，
Ｒ１－０８２０２４
【非特許文献４】菊間信良著、「アダプティブアンテナ技術」、オーム社、２００３年１
０月１０日、Ｐ１１－１５
【非特許文献５】唐沢好男、「ＭＩＭＯふしぎ探検」、電興技報、２００６年、Ｎｏ．４
０、Ｐｉｉ－ｉｘ
【非特許文献６】Ｙｏｎｇｍｉｎｇ　ＬＩＡＮＧ他、「ＤＯＡ　Ｂａｓｅｄ　Ｏｐｅｎ－
Ｌｏｏｐ　Ｓｃｈｅｍｅ　ｆｏｒ　Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　ＭＩＭＯ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」、
電子情報通信学会、２００８年電子情報通信学会ソサイエティ大会　通信論文集１、ＢＳ
－４－１２、Ｐ　Ｓ５３－Ｓ５４
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　ビームフォーミングやＭＩＭＯを実施する場合、基準信号となるべき参照信号を端末装
置が受信する必要がある。複数の基地局を用いて協調受信を行う場合においても同様に、
参照信号が必要となる。しかしながら、非特許文献３にはその具体的な手法は開示されて
いない。簡単な手法としては、基地局装置が端末装置に向けてビームフォーミングを行う
際に使用する端末固有の参照信号を用いる方法がある。これは各基地局装置を1つのアン
テナとみなして、各基地局装置のそれぞれの端末固有の参照信号ＲＳ５を、協調受信を行
う際の、たとえば４つの基地局で行う場合、参照信号ＲＳ０からＲＳ３とみなすことで通
常のＭＩＭＯと同様の考えで協調受信を行うものである。
【００１６】
　しかしながら、この場合、各基地局装置からの端末固有の参照信号ＲＳ５は、Ｃ－ＲＮ
ＴＩと各基地局装置のセル識別子とを変数とする演算により生成されるのであるが、端末
装置は主たる送信装置とのみ情報のやり取りを行うため、それ以外の協調送信を行う基地
局装置のセル識別子の情報を有していないため、参照信号の識別符号がすべては分からな
い問題がある。
【００１７】
　また、Ｃ－ＲＮＴＩは各基地局装置が基地局装置内で閉じた状態で端末装置に割り当て
るため、協調送信を行う基地局間で既に同じＣ－ＲＮＴＩを割り当てている可能性もあり
うる。この場合においても、セル識別子は異なるので、各基地局が割り当てる端末固有の
参照信号の識別符号は、基地局により異なる変数による演算により生成されるが、演算の
結果は、Ｃ－ＲＮＴＩも異なる場合に比べ、ランダム性が減少する。これは、各ＲＳ５の
符号の相互相関特性の低下を引き起こし、誤判定の原因となり性能の劣化を招く。
【００１８】
　また、端末固有の参照信号ＲＳ５の配置は、前述のようにセル識別子に応じて周波数方
向に配置位置がシフトされるのであるが、図１８の例では４サブキャリア毎に配置されて
おり、これは協調送信を行う各基地局からの端末固有の参照信号ＲＳ５が４つまでしか配
置できないことを意味し、これは５以上の基地局を用いた協調送信が不可能であることを
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意味する。また、協調受信方式としては、端末固有の参照信号ＲＳ５を用いず、協調送信
を行う基地局装置の共通参照信号ＲＳ０からＲＳ３を使用する方式もあるが、この場合も
ＲＳ０からＲＳ３は３サブキャリア毎に配置されており、セル識別子に応じた周波数方向
への配置位置のシフト３サブキャリア毎となるため、それに合わせて３種類の配置パター
ンがあるのみである。これはやはり４以上の基地局を用いた協調受信が不可能であること
を意味する。
【００１９】
　本発明は、斯かる実情に鑑み、複数の基地局装置と、端末装置との間で無線通信を行う
場合、協調受信に使用する参照信号の識別符号の生成および参照信号の配置から来る制約
を低減することができる基地局装置、端末装置、それらを備えた無線通信システムおよび
その基地局に実行させるプログラムを提供しようとするものである。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　上記課題を解決するために、本発明は、通信対象の端末装置と通常の主送信および協調
送信を行うことが可能な基地局装置において、
　前記端末装置に固有の参照信号の識別符号を決定する参照信号識別符号決定手段と、決
定された前記識別符号に基づいて前記参照信号を生成する参照信号発生手段と、前記参照
信号含む信号を送信する送信手段と、を備え、
　前記参照信号発生手段は、通信対象の前記端末装置と前記協調送信を行う場合に用いる
協調送信用参照信号が、前記主送信を行う際に用いる主送信用参照信号とは異なるように
生成し、前記送信手段は、前記端末に生成した協調送信用参照信号を送信することを特徴
とする。
【００２１】
　ここで、前記参照信号識別符号決定手段は、前記協調送信用参照信号の識別符号を、前
記主送信用参照信号の識別符号とは異なる変数を用いて生成することを特徴とする。
【００２２】
　また、前記参照信号識別符号決定手段は、前記協調送信用参照信号の識別符号を、前記
主送信の際に用いるセル識別符号と、前記主送信の際に前記端末装置に割り当てたセル内
端末識別子に演算を施した値と、を変数とする演算により生成することを特徴とする。
【００２３】
　また、前記参照信号識別符号決定手段は、前記主送信の際に前記端末装置に割り当てた
セル内端末識別子の値と、前記主送信の際に前記端末装置に割り当てたセル内端末識別子
に一定の演算を施した値との差分を求め、前記送信手段により前記端末装置に前記差分を
送信することを特徴とする。
【００２４】
　また、前記参照信号識別符号決定手段は、前記協調送信用参照信号の識別符号を生成す
る変数として、前記協調送信の際に用いられるセル識別子を用いることを特徴とする。
【００２５】
　また、前記参照信号識別符号決定手段は、前記協調送信用参照信号の識別符号を生成す
る変数として、前記主送信の際に用いられるセル識別子と異なるセル識別子と、前記主送
信の際に該端末装置に割り当てたセル内端末識別子とを用いることを特徴とする。
【００２６】
　また、前記参照信号識別符号決定手段は、前記協調送信用参照信号の識別符号を生成す
る変数として、通信対象の端末装置に対する接続端末制限セルのセル識別子と、前記主送
信の際に該端末装置に割り当てたセル内端末識別子のうちの一部のセル内端末識別子とを
用いることを特徴とする。
【００２７】
　前記基地局装置は、前記基地局装置が存在する方向のビームを形成する重み付け係数を
決定する重み付け手段をさらに備え、前記送信手段により前記重み付け係数を送信するビ
ームフォーミング方式を用いることを特徴とする。
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【００２８】
　前記基地局装置は、セル固有の共通参照信号に基づき、前記基地局装置からの信号に対
する重み付け係数を決定する重み付け手段をさらに備え、前記主送信の際に前記重み付け
手段により決定した重み付け係数を前記送信手段により前記端末装置に送信する複数端末
複数入力複数出力方式を用いることを特徴とする。
【００２９】
　ここで、前記端末装置からの信号の到来方向を推定する手段を備え、前記重み付け手段
は、重み付け係数を決定することを特徴とする。
【００３０】
　また、前記参照信号発生手段は、前記協調送信用参照信号のリソースブロック内への配
置を、前記主送信用参照信号の配置と異なるものとすることを特徴とする。
【００３１】
　また、前記参照信号発生手段は、前記協調送信用参照信号のリソースブロック内への配
置を、前記主送信用参照信号と、前記協調送信用参照信号とを時分割で行うことを特徴と
する。
【００３２】
　また、前記参照信号発生手段は、前記協調送信用参照信号のリソースブロック内への配
置を、前記主送信用参照信号の配置と異なるものし、前記共通参照信号の配置位置が重複
する場合においては、重複する前記協調送信用参照信号を配置を他の送信シンボルへ配置
し、かつ一部の送信シンボルにおける参照信号については送信を行わないことを特徴とす
る。
【００３３】
　また、前記送信手段は、前記協調送信を特定の周波数帯域でのみ行なうことを特徴とす
る。
【００３４】
　また、前記送信手段は、前記協調送信を特定の時間帯域でのみ行なうことを特徴とする
。
【００３５】
　本発明は、複数の前記基地局装置からの信号を同時に受信し、協調受信を行うことが可
能な端末装置において、
　前記基地局装置からの信号を同時に受信する手段と、受信した参照信号に基づいて伝搬
路変動を推定して伝搬路変動補償値を求める伝搬路推定手段と、前記伝搬路変動補償値に
基づいて各基地局装置からの信号の伝搬路変動の補償を行う伝搬路補償手段と、を備える
ことを特徴とする。
【００３６】
　本発明は、前記基地局装置と、前記端末装置とから構成され、前記端末装置は複数の前
記基地局装置からの信号を同時に協調受信することを特徴とする。
【００３７】
　本発明は、通信対象の端末装置と主送信および協調送信を行うことが可能な基地局装置
に読み込ませて実行させるためのプログラムにおいて、
　前記基地局装置に、前記端末装置に固有の参照信号の識別符号を決定する参照信号識別
符号決定手段と、決定された前記識別符号に基づいて前記参照信号を生成する参照信号発
生手段と、として機能させ、
　前記参照信号発生手段は、通信対象の前記端末装置と前記協調送信を行う場合に用いる
協調送信用参照信号が、前記主送信を行う際に用いる主送信用参照信号とは異なるように
生成し、送信手段により前記端末装置に参照信号を送信させることを実行させることを特
徴とする。
【発明の効果】
【００３８】
　本発明によれば、複数の基地局装置と、端末装置とから構成される無線通信システムで
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あって、その端末装置は複数の基地局からの信号を同時に協調受信する通信システムにお
いて、協調受信に使用する参照信号の識別符号の生成および参照信号の配置から来る制約
を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】本発明の第１の実施の形態である、端末装置が単一の基地局からの信号を復調す
る際に用いる参照信号とは異なる参照信号を用いる場合を示す概念図である。
【図２】ＬＴＥにおける基地局装置と端末装置との接続確立から、データ通信を行うまで
の手順の一例を示すダイアグラム図である。
【図３】本発明の第１の実施の形態である、協調受信を行なう通信システムにおける、端
末装置が協調受信を行なう際の端末装置と基地局装置との手順の一例を示すダイアグラム
図である。
【図４】本発明の第１の実施の形態である、協調受信を行なう通信システムにおいて用い
られる端末固有の参照信号の識別子の生成に用いる変数であるセル識別子の割当を表す図
である。
【図５】本発明の第１の実施の形態である、協調受信を行なう通信システムにおいて用い
られる端末固有の参照信号の識別子の生成に用いる変数であるセル識別子およびセル内端
末識別子の割当を表す図である。
【図６】本発明の第２の実施の形態である、基地局からの送信に適応ビームフォーミング
方式を用いる場合の一例を示した図である。
【図７】本発明の第２の実施の形態である、協調受信を行なう場合の端末固有の参照信号
のリソースブロック内での配置位置の一例を表す図である。
【図８】本発明の第３の実施の形態である、協調受信を行なう場合の端末固有の参照信号
のリソースブロック内での配置位置の他の一例を表す図である。
【図９】本発明の第４の実施の形態である、基地局からの送信に複数端末複数入力複数出
力方式（ＭＵ－ＭＩＭＯ）を用いる場合の一例を示した図である。
【図１０】従来例における、協調受信を行なう場合の端末固有の参照信号のリソースブロ
ック内での配置位置の一例を表す図である。
【図１１】本発明の第４の実施の形態である、協調受信を行なう場合の端末固有の参照信
号のリソースブロック内での配置位置の他の一例を表す図である。
【図１２】本発明の第５の実施の形態である、基地局から送信するビームの選択を、到来
方向推定を用いて行なう場合の一例を示した図である。
【図１３】本発明の第６の実施の形態である、協調受信を特定の周波数帯域のみで行なう
場合の一例を示した図である。
【図１４】本発明の第７の実施の形態である、協調受信を特定の時間帯域のみで行なう場
合の一例を示した図である。
【図１５】本発明の実施の形態である、協調受信を行なう通信システムにおいて用いられ
る基地局装置の送信装置の構成の一例を表す機能ブロック図である。
【図１６】本発明の実施の形態である、協調受信を行なう通信システムにおいて用いられ
る端末装置の受信装置の構成の一例を表す機能ブロック図である。
【図１７】ＥＵＴＲＡの下りリンク無線フレーム構成例を表す図である。
【図１８】従来例における、端末固有の参照信号のリソースブロック内での配置位置を表
す図である。
【図１９】複数基地局信号協調受信方式の概要を表す図である。
【発明を実施するための形態】
【００４０】
　以下に、本発明の実施の形態による無線通信システムの説明を図面を参照しながら説明
を行う。
【００４１】
　＜第１の実施の形態＞
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　図１は、本発明の第１の実施の形態による複数基地局を用いる協調受信を行う無線通信
システムを示す図であり、端末装置が単一の基地局からの信号を復調する際に用いる参照
信号とは異なる参照信号を用いる場合を示す概念図である。簡単のため、３つの基地局装
置ＢＳ１００、ＢＳ２００、ＢＳ３００の３セルを考え説明するが、実際の基地局の数は
図１９に示したように他の数でも構わない。
【００４２】
　端末装置ＵＥ２０１から端末装置ＵＥ２０５は、基地局装置ＢＳ２００のセル圏内に存
在する端末装置であり、基地局装置ＢＳ２００と通信を行っている。また、端末装置ＵＥ
３０１から端末装置ＵＥ３０５は、基地局装置ＢＳ３００のセル圏内に存在する端末装置
であり、基地局装置ＢＳ３００と通信を行っている。それぞれの基地局装置からの信号の
復調にはそれぞれの基地局からの端末装置固有の参照信号を使用しているものとする。
　ここで、基地局装置のセル内に通信対象の端末装置が存在する場合の該基地局装置のセ
ルを主送信セルと呼び、基地局装置のセル内に通信対象の端末装置が存在せず、該基地局
装置が該端末装置に協調送信を行う場合の該基地局装置のセルを協調送信セルと呼ぶ。
【００４３】
　今、端末装置ＵＥ２０１がセル端に位置し、受信特性が劣化する場合には、他の基地局
装置、具体的には基地局装置ＢＳ１００からも協調送信を行い、端末装置ＵＥ２０１は協
調受信を行う。このとき、協調送信セルの基地局装置ＢＳ１００からの信号の復調には、
基地局装置ＢＳ１００から送信される端末装置固有の参照信号の識別符号として、端末装
置ＵＥ２０１が単一の基地局装置ＢＳ２００（主送信セルの基地局装置）からの信号を復
調する際に用いる参照信号とは異なる参照信号の識別符号を用いる。この参照信号の識別
符号は、基地局装置ＢＳ１００が単一の基地局装置ＢＳ２００と通信を行う場合の参照信
号の識別符号を生成する際に使用する変数と異なる変数を用いて生成される。この符号は
前記参照信号の符号とのランダム性がより高い符号を用いる。これにより、基地局装置Ｂ
Ｓ１００とＢＳ２００とで使用する参照信号の識別符号は互いにランダム性が確保される
。
【００４４】
　この協調送信セルの参照信号の識別符号の生成の一例としては、協調送信セルのセル識
別子と、主送信セルが端末に割り当てたセル内端末識別子（Ｃ－ＲＮＴＩ）に演算を施し
た値とを変数として、演算を行うことにより生成する方法がある。
　ＬＴＥにおいては、単一の基地局と通信を行う場合の参照信号の識別符号は、セル識別
子と、送信セルが端末に割り当てたセル内端末識別子（Ｃ－ＲＮＴＩ）に演算を施した値
とを変数として、演算を行うことにより生成される。具体的には、参照信号の識別符号の
初期値が下記で与えられる。
【００４５】
　識別符号の初期値＝ｆ（ＣｅｌｌＩＤ、Ｃ－ＲＮＴＩ、Ｓｌｏｔ＃）・・・（１）
　ここで、ＣｅｌｌＩＤはセル識別子を、Ｓｌｏｔ＃は参照信号が含まれるスロット番号
を表す。
【００４６】
　図２にＬＴＥにおける主送信セルの基地局装置と端末装置との接続確立から、データ通
信を行うまでの手順を示す。基地局装置ＢＳ２００は同期信号を送信している（Ｌ１）。
同期信号には基地局装置ＢＳ２００のセル識別子の情報が含まれており、端末装置ＵＥ２
０１はこの同期信号を受信して基地局装置ＢＳ２００のセル識別子を認識することにより
、基地局装置ＢＳ２００の決定を、同期確立と合わせて行うことができる（Ｓ１）。また
、基地局装置ＢＳ２００はそのセルの共通参照信号も送信している（Ｌ２）。さらに、基
地局装置ＢＳ２００に依存する情報を報知信号として送信している（Ｌ３）。端末装置Ｕ
Ｅ２０１はこの報知信号を受信することにより、この基地局装置ＢＳ２００に依存する情
報を取得する（Ｓ２）。なお、これら同期信号、共通参照信号および報知信号は下記のス
テップにかかわらず常に定期的に送信されている。
【００４７】
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　端末装置ＵＥ２０１は、基地局装置ＢＳ２００と接続を確立するために、ランダムアク
セス要求を基地局装置ＢＳ２００へ送信する（Ｌ４）。基地局装置ＢＳ２００は、端末装
置ＵＥ２０１からのランダムアクセス要求により、端末装置ＵＥ２０１を認識し、接続確
立を許可するのであればセル内端末識別子（Ｃ－ＲＮＴＩ）を発行して端末装置ＵＥ２０
１に割り当て、端末装置個別情報を設定して（Ｓ３）、ランダムアクセス要求に対する返
答として端末装置ＵＥ２０１へ送信する（Ｌ５）。端末装置ＵＥ２０１は、これを受信す
ることで、セル内端末識別子（Ｃ－ＲＮＴＩ）を含む端末装置個別情報を取得する（Ｓ４
）。
【００４８】
　次に、基地局装置ＢＳ２００から端末装置ＵＥ２０１へ送信すべきデータが存在する場
合は、基地局装置ＢＳ２００はデータをダウンリンクで送信するためのスケジューリング
を行い（Ｓ５）、スケジューリング情報を送信し（Ｌ６）、端末装置ＵＥ２０１が受信す
ることでスケジューリング情報を取得する（Ｓ７）。基地局装置ＢＳ２００はダウンリン
クデータを生成し（Ｓ６）、これを送信して（Ｌ７）、端末装置ＵＥ２０１が送信される
ダウンリンクデータ信号の受信を行う（Ｓ８）。なお、基地局装置ＢＳ２００はダウンリ
ンクデータ信号の送信と同時に端末個別の参照信号を生成して送信する場合もある。
【００４９】
　この後、端末装置ＵＥ２０１が移動する等して受信状況が変化する等した場合には、基
地局装置ＢＳ２００は端末装置ＵＥ２０１に関する個別情報を更新し（Ｓ９）、端末装置
へ送信する（Ｌ８）。端末装置ＵＥ２０１はこれを受信し情報を更新する（Ｓ１０）。
【００５０】
　これに対し、本実施形態においては、主送信セルＢＳ２００が送信する参照信号の識別
符号は（１）式と同じ方法により生成するが、協調送信セルＢＳ１００が送信する参照信
号の識別符号は、下記式で生成する。
【００５１】
　識別符号の初期値＝ｆ（ＣｅｌｌＩＤ、ｇ（Ｃ－ＲＮＴＩ）、Ｓｌｏｔ＃）・・・（２
）
　ここで、ＣｅｌｌＩＤは、協調送信セルＢＳ１００のセル識別子ではなく、主送信セル
ＢＳ２００のセル識別子である。ｇ（Ｃ－ＲＮＴＩ）は、主送信セルＢＳ２００が端末装
置ＵＥ２０１へ割り当てたＣ－ＲＮＴＩに対して、演算ｇを施したものを使用する。演算
ｇは、単に一定の定数を加算するものとしても良いし、別の関数を用意しても良い。
【００５２】
　この演算をあらかじめシステムにおいて定めておき、基地局装置と端末装置とで共有し
ておくことにより、協調送信セルの基地局装置から、端末装置へ協調送信セルの端末固有
の参照信号の識別符号のための情報を送信しなくとも良いという利点がある。もしくは、
この演算ｇの具体的演算内容を特に定めないという方法もある。この場合、協調送信セル
の基地局装置から、端末装置へ協調送信セルの端末固有の参照信号の識別符号のための情
報を送信する必要が生じるが、これは主送信セルが端末装置に割り当てたＣ－ＲＮＴＩと
、協調送信セルの参照信号の識別符号の生成に用いたこのｇ（Ｃ－ＲＮＴＩ）との差分の
みを端末装置へ送信すればよい。この差分は、参照信号の識別符号全体を現すのに要する
ビット数よりも少ないため、送信の際に伝送容量を節約できるという利点もある。
【００５３】
　本実施形態における、端末装置ＵＥ２０１、主送信セルの基地局装置の送信装置（主送
信装置）ＢＳ２００および協調送信セルの基地局の送信装置（協調送信装置）ＢＳ１００
との間の協調受信の手順を、参照信号の識別符号の生成、通知を中心に図３にて説明する
。ここでは既に端末装置ＵＥ２０１は主たる基地局の送信装置（主送信装置）ＢＳ２００
と既に接続を確立しているものとし、新たに協調送信をＢＳ１００が行おうとしているも
のとする。それまでのステップについては、従来のＬＴＥのステップと同様であるので説
明を省略する。
【００５４】
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　主送信装置ＢＳ２００および協調送信装置ＢＳ１００はそれぞれの共通参照信号を送信
している（Ｌ１１、Ｌ１２）。端末装置ＵＥ２０１は常に参照信号の状況を確認しており
、受信状態が変化すると、その測定レポートを作成し（Ｓ１１）、接続を確立している基
地局装置ＢＳ２００へ測定レポートを送信する（Ｌ１３）。今端末装置ＵＥ２０１が、接
続を確立しているＢＳ２００の受信状況が劣化しつつあり、一方他の送信装置ＢＳ１００
の受信状況がある程度良い状況にあるとする。測定レポートを受信した、現在接続を確立
している基地局装置（主送信装置）ＢＳ２００は、協調受信の必要があると判断すると（
Ｓ１２）、協調受信のためのスケジューリングを行い（Ｓ１３）、協調送信を行う基地局
ＢＳ１００へ依頼を行う（Ｌ１４）。協調送信を行う基地局ＢＳ１００が可能と判断すれ
ば（Ｓ１４）、承諾の旨を送信し（Ｌ１５）、主送信装置ＢＳ２００は協調送信を行うべ
く端末装置ＵＥ２０１の個別情報を更新し、また、協調送信装置ＢＳ１００が使用する個
別参照信号の識別符号を前述の手法により生成する（Ｓ１５）。個別情報は端末装置ＵＥ
２０１へ送信される。このとき、前記参照信号の識別符号の生成に使用する演算が、端末
装置と基地局装置との間で共有されていないシステムであれば、たとえば前述のＣ－ＲＮ
ＴＩとｇ（Ｃ－ＲＮＴＩ）との差分情報もここで送信される（Ｌ１６）。端末装置ＵＥ２
０１は個別情報を更新するとともに、協調送信装置ＢＳ１００が使用する端末個別参照信
号の識別符号の確認も行う（Ｓ１６）。
【００５５】
　次に主送信装置ＢＳ２００は、協調送信用のダウンリンクデータを生成し（Ｓ１７）、
前記生成した個別参照信号の識別符号とともに、協調送信装置ＢＳ１００へ送信する（Ｌ
１７）。協調送信装置ＢＳ１００は主送信装置ＢＳ２００からのダウンリンクデータと個
別参照信号の識別符号を受信し、協調受信個別参照信号とダウンリンクデータを生成する
（Ｓ１８）。また、基地局装置ＢＳ２００はスケジューリング情報を端末装置ＵＥ２０１
へ送信する（Ｌ１８）。端末装置ＵＥ２０１はスケジュール情報を取得して確認する（Ｓ
１９）。主送信装置ＢＳ２００はダウンリンクデータと参照信号を端末装置ＵＥ２０１に
送信する（Ｌ１９）。協調送信装置ＢＳ１００は、生成した協調受信個別参照信号とダウ
ンリンクデータを端末装置ＵＥ２０１へ送信する（Ｌ２０）。端末装置ＵＥ２０１はこれ
らの信号を受信し、協調受信が行われる（Ｓ２０）。
【００５６】
　上記の例では、端末個別参照信号の識別符号の生成に用いる変数として、主送信セルお
よび協調送信セルともに、主送信セルの端末個別参照信号の識別符号の生成に用いる変数
としてセル識別子を用いる例を示したが、協調送信セルから送信される端末個別参照信号
の識別符号の生成に用いる変数としては、協調送信セルのセル識別子を用いる方法もある
。この場合、協調送信セルＢＳ１００が送信する参照信号の識別符号は、下記式で生成す
る。
【００５７】
　識別符号の初期値＝ｆ（ＣｅｌｌＩＤ－Ｃｏｒｐ、Ｃ－ＲＮＴＩ、Ｓｌｏｔ＃）・・・
（３）
　ここで、ＣｅｌｌＩＤ－Ｃｏｒｐは、協調送信セルＢＳ１００のセル識別子である。
【００５８】
　この場合、端末装置ＵＥ２０１は、協調送信セルＢＳ１００から送信される端末個別参
照信号の識別符号を得るには、協調送信セルＢＳ１００のセル識別子ＣｅｌｌＩＤ－Ｃｏ
ｒｐを知る必要があるが、端末装置ＵＥ２０１は主送信装置ＢＳ２００としか情報のやり
取りを行わないため、別途送信する必要がある。これを前述の主送信装置ＢＳ２００から
端末装置ＵＥ２０１へのＬ１６で行う。通常、Ｃ－ＲＮＴＩや、参照信号の識別符号の必
要ビット数よりも、セル識別子のビット情報の方が少ないので、この場合でも伝送する情
報量が少なくなる利点がある。
【００５９】
　端末個別参照信号の識別符号の他の生成方法としては端末個別参照信号の識別符号の生
成に用いる変数として、特別なセル識別子を用いる方法もある。ＬＴＥでは単独受信に用
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いるセル識別子は０～５０３の値が用意されており、これらは９ビットで表すことができ
る。しかしながら、５０４～５１１は、９ビットで表されるにもかかわらず使用されてい
ない。図４にこの概念を示す。実施形態では、協調受信における端末個別参照信号の識別
符号の生成に用いる変数として、これらの使用されていない識別子を用いる。具体的には
、下記式にて生成を行う。
【００６０】
　識別符号の初期値＝ｆ（ＣｅｌｌＩＤ－Ｅｘｔ、Ｃ－ＲＮＴＩ、Ｓｌｏｔ＃）・・・（
４）
　ここで、ＣｅｌｌＩＤ－Ｅｘｔは、今のＬＴＥで使用されていないセル識別子である。
【００６１】
　これにより、既存の端末個別参照信号の識別符号と異なる識別符号を確実に、協調受信
の際に生成することができる。
【００６２】
　さらに、他の実施形態としては、端末個別参照信号の識別符号の生成に用いる変数とし
て、接続端末制限セルのセル識別子と、協調受信用として予約された一部のセル内端末識
別子（Ｃ－ＲＮＴＩ）と、を変数として使用する方法もある。ＬＴＥでは、接続できる端
末が制限されている接続端末制限セルが定められており、このセルのためのセル識別子は
、セル識別子のうち、このセル用途専用に定められた一部が割り当てられることが提案さ
れている。
【００６３】
　図５にこの概念を示す。ここでは、セル識別子の０～３８３が単独受信用として、３８
４～５０３が接続端末制限セル用として使用されるものとする。本実施形態においては、
協調受信に用いる端末個別参照信号の識別符号の生成に用いる変数として、この接続端末
制限セルのセル識別子を用い、かつ、Ｃ－ＲＮＴＩは協調受信用として予約された一部の
Ｃ－ＲＮＴＩを用いるものである。従って、図５では、Ｃ－ＲＮＴＩの０～３２７６７を
接続端末制限セル用に、３２７６８～６５５３５を協調受信用に使用する。接続端末制限
セルは通常、小型で収容端末装置の数が少ない。よって、接続端末制限セル内においては
、Ｃ－ＲＮＴＩの一部を協調受信用として予約しても問題はない。これにより、既存の端
末個別参照信号の識別符号と異なる識別符号を確実に、協調受信の際に生成することがで
きる。
【００６４】
　＜第２の実施の形態＞
　図６は、本発明の第２の実施の形態である、複数基地局を用いる協調受信を行う無線通
信システムであって、前記基地局からの送信に適応ビームフォーミング方式を用いる場合
の一例を示したものである。
【００６５】
　端末装置ＵＥ１００は基地局装置ＢＳ１００を主送信セルとして通信を行っているが、
セル端に位置する場合は基地局装置ＢＳ２００やＢＳ３００からの信号も同時に受信し、
協調受信を行う。基地局装置ＢＳ２００やＢＳ３００からの信号を受信する際に、どのビ
ームパターンを形成するか、すなわちどの重み係数を用いて重み付けを行なうかは、それ
ぞれの基地局が任意に判断して決める。協調送信を行なう基地局装置ＢＳ２００やＢＳ３
００は、バックハウルを通じてどの基地局装置を主送信セルとする端末装置に対して協調
送信を行なえばよいのかあらかじめ知らされているので、ビームパターンの形成は、主送
信セルが存在する基地局装置へビームパターンが形成されるよう、重み付け係数を選択し
てビームパターンを形成すればよい。
【００６６】
　例えば図６においては、基地局装置ＢＳ２００は基地局装置ＢＳ１００が存在する方向
へのビームパターンである、ビーム４を形成する重み係数を選択する。基地局装置ＢＳ３
００は基地局装置ＢＳ１００が存在する方向へのビームパターンである、ビーム６を形成
する重み係数を選択する。このように基地局からの送信に適応ビームフォーミング方式を
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用いる場合、基地局装置ＢＳ１００、ＢＳ２００およびＢＳ３００におけるビームパター
ンの選択手法が簡素化される利点がある。また、端末装置ＵＥ１００は各基地局装置ＢＳ
１００、ＢＳ２００およびＢＳ３００と、重み係数の確認に必要な情報のやり取りを行わ
なくとも良い利点があり、無線資源の節約ともなる。各基地局装置ＢＳ１００、ＢＳ２０
０およびＢＳ３００は選択した重み係数によりダウンリンクデータ信号および端末固有参
照信号の重み付けを行ない、送信を行なう。端末固有参照信号の識別符号は、前述した手
法を用いて生成を行なう。
【００６７】
　図７は、複数の基地局装置ＢＳ２００およびＢＳ３００を協調送信セルとして協調受信
を行なう場合に使用する端末固有参照信号のリソースブロック内への配置の一例を表した
ものである。ここでＲ６は基地局装置ＢＳ２００から送信される協調受信に用いる、端末
固有参照信号を表し、Ｒ７は基地局装置ＢＳ３００から送信される協調受信に用いる、端
末固有参照信号を表す。ＬＴＥでは端末固有参照信号のリソースブロック内への配置は、
セル識別子に応じて一意のシフト量により配置位置が周波数方向にシフトされるが、協調
送信を行なうセルの組合わせは非常に多くの組合せとなるため、各セルのセル識別子によ
るシフト量が必ずしも異なるシフト量となることは保障されない。本実施形態においては
、協調送信セルからの端末固有参照信号の配置は、協調送信を行なうセルのセル識別子の
値に関わらず配置位置を決める。
【００６８】
　具体例としては、主送信セルが協調送信を他の基地局装置へ依頼を行なう際に、配置位
置が重複しないようにシフト量も合わせて通知を行う。例えば主送信セルＢＳ１００のシ
フト量が０である場合、ＢＳ１００は協調送信セルＢＳ２００へは、ＢＳ２００が、ＢＳ
２００のセル識別子を用いてＢＳ２００からの信号を端末装置が単独受信する際に算出す
るシフト量の値に関わらず、シフト量が２である旨通知を行い、協調送信セルＢＳ３００
へは、同様にＢＳ３００のセル識別子に関わらず、シフト量が３である旨通知を行う。
【００６９】
　このように、協調受信を行なう際には協調受信を行わない場合に使用する端末固有装置
とは異なる配置を行うことで、協調受信を行う基地局装置のセル識別子にかかわらず、配
置位置が重複することなく、参照信号の配置を行うことができる。この協調セルの配置位
置は、主送信セルＢＳ１００から端末装置ＵＥ１００へ端末装置個別情報の一部として通
知され、端末装置ＵＥ１００では配置位置を知ることができる。
【００７０】
　＜第３の実施の形態＞
　図８は本発明の第３の実施の形態である、協調送信を行なう基地局装置の協調送信セル
の端末固有の参照信号を時分割で配置する例を示したものであり、主送信セルと、３つの
協調送信セルを用いる場合の配置例である。ここで、Ｒ８は第３の協調送信セルの端末固
有参照信号を表す。端末固有の参照信号は、１リソースブロックペアあたり、１送信セル
について１２個のリソースエレメントに配置されるのであるが、協調送信を行なう基地局
装置の数が多くなると、参照信号の数の割合が多くなり、ダウンリンクデータの送信に用
いるリソースエレメント数が減少するという問題がある。本実施形態においては、協調送
信を行なう基地局装置の協調送信セルの端末固有の参照信号を時分割で配置することで、
ダウンリンクデータの送信に用いるリソースエレメント数の減少を低減する。この場合、
１つの協調送信セルの端末固有の参照信号の時間軸方向の数が減少するために、端末装置
が高速で移動する場合には復調特性が劣化するのであるが、高速で移動する端末装置は複
数の基地局装置から安定して信号を受信できる位置にとどまり続けることはなく、協調受
信の対象となりづらいので問題はない。
【００７１】
　＜第４の実施の形態＞
　図９は本発明の第４の実施の形態である、協調受信する手法を、複数端末複数入力複数
出力方式（ＭＵ－ＭＩＭＯ）とした通信システムを表す一例である。本実施形態において
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は参照信号は端末固有の参照信号ではなく、セル固有参照信号を用いる。図１０は協調受
信を行なう場合の端末固有の参照信号のリソースブロック内での配置位置の一例を表す図
である。各基地局装置から送信される共通参照信号ＲＳ０～ＲＳ３を使用し、都合１２種
の共通参照信号を使用する。図１０における「Ｒ０－２」などの添え字の“－”の次に記
載の数字は、共通参照信号ＲＳ０～ＲＳ３を送信する基地局装置を意味し、“－１”は基
地局装置ＢＳ１００から送信された共通参照信号、“－２”は基地局装置ＢＳ２００から
送信された共通参照信号、“－３”は基地局装置ＢＳ３００から送信された共通参照信号
を意味する。端末装置ＵＥ１００は、ＢＳ１００を主たる基地局装置とし、協調送信を行
っているＢＳ２００およびＢＳ３００とからの信号の同時受信も行い、協調受信を行って
いる。端末装置ＵＥ１０３も同様にして協調受信を行なっている。
【００７２】
　ＭＵ－ＭＩＭＯでは、端末装置ＵＥ１００、ＵＥ１０３へのダウンリンクデータが分離
されるよう、重み付け係数を主送信セルが決定し、ダウンリンクデータを生成し、各送信
セルから送信が行なわれる。セル固有参照信号のリソースエレメントへの配置位置は、端
末固有の参照信号の場合と同様、セル識別子を元に一意に定められている。ＬＴＥではセ
ル固有参照信号のリソースブロック内への配置位置の周波数方向への配置は３サブキャリ
ア毎であるため、重複しない配置は最大３セルに限られる(図１０参照)。しかし、送信セ
ルが３セルである場合であっても、参照信号の配置位置が必ずしも重複しないわけではな
い。
【００７３】
　本実施形態においては、セル固有参照信号の配置が重複する場合は、参照信号の配置を
他の送信シンボルへ配置し、かつ一部の送信シンボルにおける参照信号については送信を
行わないことで重複の無い配置を実現する。一部の参照信号については送信を行なうこと
で、時間軸方向の数が減少するために、端末装置が高速で移動する場合には復調特性が劣
化するのであるが、高速で移動する端末装置は複数の基地局装置から安定して信号を受信
できる位置にとどまり続けることはなく、協調受信の対象となりづらいので問題はない。
【００７４】
　図１１は本実施形態におけるセル固有参照信号の配置の一例である。ここで添え字の－
１３は、基地局装置ＢＳ１００の主送信セルのセル固有参照信号の配置位置と、協調受信
に使用する基地局装置ＢＳ３００の協調送信セルのセル固有参照信号の配置位置とが重な
っていることを現す。また、添え字の－２は協調受信に使用する基地局装置ＢＳ２００の
協調送信セルのセル固有参照信号の配置位置を表す。添え字の－３は、基地局装置ＢＳ１
００の主送信セルの参照信号と配置位置が重なっている基地局装置ＢＳ３００の協調送信
セルのセル固有参照信号をこの位置にて再度送信することを現している。さらに第５、第
１２ＯＦＤＭシンボルにおけるＢＳ３００の参照信号は再送信を行なわないことにより、
ダウンリンクデータを配置することのできるリソースエレメントの減少を低減できる。
【００７５】
　尚、第５、第１２ＯＦＤＭシンボルにおけるＢＳ３００の参照信号を他の重複している
ＯＦＤＭシンボルの場合と同様に、例えば第７、第１４ＯＦＤＭシンボルで再度送信する
ようにしても構わない。どのＯＦＤＭシンボルでセル固有端末信号の再送信が行なわれる
かは、主送信セルＢＳ１００から端末装置ＵＥ１００、および端末装置ＵＥ１０３へ端末
装置個別情報の一部として通知され、端末装置では配置位置を知ることができる。
【００７６】
　＜第５の実施の形態＞
　図１２は本発明の第５の実施の形態である、協調受信する手法に、到来方向推定を用い
た通信システムを表す一例である。ＢＳ１００は重み付け係数の選択に、バックハウルを
通じて知らされる端末装置が存在する主送信セルの方向ではなく、端末信号からの上り送
信信号の到来角度に基づいて決定した基地局装置を用いる。図１２に示すように、基地局
装置ＢＳ２００と端末装置ＵＥ１００との通信が反射パスを主とする経路で行なわれる場
合等、基地局装置ＢＳ２００から見て必ずしも主送信セルの方向に協調受信を行なう端末
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が存在するとは限らない。本実施形態においては、上り送信信号の到来角度より適切に重
み係数を選択し、ビームを形成できるので、反射パスなどのようにビーム方向が基地局装
置の方向と異なる場合でも協調受信が可能となる。
【００７７】
　＜第６の実施の形態＞
　図１３は本発明の第６の実施の形態である、協調受信を特定の周波数帯域のみで行うも
のとした通信システムを表す一例である。図１３では、全システム周波数帯域のなかで、
セル間における協調受信に用いる周波数帯域をサブバンド１～３として固定している。サ
ブバンド１は基地局装置ＢＳ１００において使用する周波数帯域、サブバンド２は基地局
装置ＢＳ２００において使用する周波数帯域、サブバンド３は基地局装置ＢＳ３００にお
いて使用する周波数帯域である。このように、協調受信を行う周波数帯域を、協調受信を
行うセル間により固有のものとすることにより、セル間における協調受信用信号同士の干
渉を防ぐことができる。
【００７８】
　＜第７の実施の形態＞
　図１４は本発明の第７の実施の形態である、協調受信を特定の時間帯域でのみで行うも
のとした通信システムを表す一例である。図１４では、セル間における協調受信に用いる
時間帯域をサブフレーム１～３として周期的に設ける。サブフレーム１は基地局装置ＢＳ
１００において使用する時間帯域、サブフレーム２は基地局装置ＢＳ２００において使用
する時間帯域、サブバンド３は基地局装置ＢＳ３００において使用する時間帯域である。
このように、協調受信を行う時間帯域を、協調受信を行うセル間により固有のものとする
ことにより、セル間における協調受信用信号同士の干渉を防ぐことができる。
【００７９】
　＜基地局装置の送信装置＞
　図１５は本発明の実施形態において使用される基地局装置の送信装置の構成の一例を表
す機能ブロック図である。
【００８０】
　基地局装置の送信装置１には、送信されるダウンリンクデータが入力される。また、協
調送信セルが使用する参照信号の識別符号や配置位置の情報や、重み付け情報、スケジュ
ーリング情報、基地局依存の情報、端末装置固有の情報等も入力される。これら情報は制
御情報として制御信号処理部８へ入力され、処理され端末装置に送信される一方、一部の
情報（報知情報、通知情報）はダウンリンクデータの送信形式でデータ信号処理部３へ入
力され、処理されて送信される。データ信号処理部３へ入力されたこれらの信号は、内部
のターボ符号部４へ入力される。
【００８１】
　ターボ符号部４は、制御部（ＣＰＵ）１５からの符号化率の指示に従い、入力されたデ
ータの誤り耐性を高めるためのターボ符号による誤り訂正符号化を行う。次段のデータ変
調部５は、ＱＰＳＫ（Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ｐｈａｓｅ　Ｓｈｉｆｔ　Ｋｅｙｉｎｇ；
４相位相偏移変調）、１６ＱＡＭ（１６Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　Ｍ
ｏｄｕｌａｔｉｏｎ；１６値直交振幅変調）、６４ＱＡＭ（６４Ｑｕａｄｒａｔｕｒｅ　
Ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ；６４値直交振幅変調）等のようないくつか
の変調方式のうち、制御部１５から指示された変調方式で、ターボ符号部４により誤り訂
正符号化されたデータを変調する。プリコーディング部６は、データ変調部５により変調
された信号を、制御部１５からの指示に基づき、位相回転、重み付け、冗長化等を行うこ
とにより、各端末装置宛に送信する送信アンテナ毎の信号を生成する。
【００８２】
　重み付け部７は、プリコーディング部６からの信号に対し、制御部１５からの指示に基
づき重み付けを行い、多重・マッピング部１６へ出力する。重み付け部７は、プリコーデ
ィング部６の重み付け機能の一部として含めても良いが、図１５では分けた構成として説
明する。
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【００８３】
　複数のデータ系列を処理するために、データ信号処理部３は複数設けられている。それ
ぞれの処理内容は同じである。制御情報は、制御信号処理部８の畳込み符号部９に入力さ
れる。畳込み符号部９は、制御部１５からの符号化率の指示に従い、入力された情報の誤
り耐性を高めるための畳込み符号による誤り訂正符号化を行う。
【００８４】
　ＱＰＳＫ変調部１０は、ＱＰＳＫ変調方式で、畳込み符号部９により誤り訂正符号化さ
れた制御情報を変調する。プリコーディング部１１は、ＱＰＳＫ変調部１０により変調さ
れた信号を、制御部１５からの指示に基づき、位相回転、重み付け、冗長化等を行うこと
により、各端末装置宛に送信する送信アンテナ毎の制御信号を生成する。重み付け部１２
はプリコーディング部１１からの信号に対し、制御部１５で定められた電力に基づき重み
付けを行い、多重・マッピング部１６へ出力する。この重み付け部１２を、プリコーディ
ング部１１の重み付け機能の一部として含めても良い点は、データ信号処理部３の場合と
同様である。
【００８５】
　参照信号発生部１３は、送信装置１の各送信アンテナ２２が送信する参照信号を、参照
信号識別符号決定部１４が指定した識別符号に基づきＱＰＳＫ変調を行ない生成する。
【００８６】
　多重・マッピング部１６では、それぞれのデータ信号処理部３、制御信号処理部８およ
び参照信号発生部１３から出力された各送信ダウンリンクデータ、制御情報および参照信
号を、制御部１５から指示されたマッピング方式に従い、リソースエレメントへの配置を
決定し、アンテナ毎の信号を生成して、各アンテナのＯＦＤＭ送信部２３～２７へ送る。
【００８７】
　各ＯＦＤＭ送信部２３～２７（図ではビームフォーミングによるデータ伝送を行なうＯ
ＦＤＭ送信部２３と、ビームフォーミングによるデータ伝送を行なわずにセル固有端末信
号の送信を行なうＯＦＤＭ送信部２４～２７とが設けられている）は、入力側から順番に
、それぞれ、ＩＦＦＴ（逆フーリエ変換）部１７、ＣＰ挿入部１８、Ｄ／Ａ部２０、送信
ＲＦ部２１、送信アンテナ２２、を具備する。ただし、ビームフォーミングによるデータ
伝送を行なうＯＦＤＭ送信部２３の場合には、Ｄ／Ａ部以降はビームフォーミングを行な
うのに使用されるアンテナ２２－１～２２－Ｎに対応して、それぞれＮ個のＤ／Ａ部およ
び送信ＲＦ部が存在する。また、各Ｄ／Ａ部の前にはビームフォーミングのビームパター
ンを構成するために位相をずらすための移送部１９－１～１９－Ｎが設けられており、ア
ンテナ指向性制御部１４により制御される。アンテナ２２－１～アンテナ２２－Ｎから出
力される信号は空間的に合成され、ビームパターンを持った１本の仮想アンテナ２２から
出力される信号として送信される。
【００８８】
　ＩＦＦＴ部１７は、多重・マッピング部１６から入力された信号を高速逆フーリエ変換
し、ＯＦＤＭ方式の変調を行う。ＣＰ挿入部１８は、ＯＦＤＭ変調済みの信号にサイクリ
ックプレフィクス（ＣＰ）を付加することにより、ＯＦＤＭ方式におけるシンボルを生成
する。サイクリックプレフィクスは、伝送するシンボルの先頭又は末尾の一部を複製する
公知の方法によって得ることができる。Ｄ／Ａ部２０は、ＣＰ挿入部１８から入力された
ベースバンドのディジタル信号をアナログ信号にＤ／Ａ変換する。送信ＲＦ部２１は、Ｄ
／Ａ部２０から入力されたアナログ信号から、中間周波数の同相成分及び直交成分を生成
し、中間周波数帯域に対する余分な周波数成分を除去し、中間周波数の信号を高周波数の
信号に変換（アップコンバート）し、余分な周波数成分を除去し、電力増幅し、送信アン
テナ２２に出力する。
　尚、実際のＯＦＤＭ送信部の数及び構成は基地局装置により異なる。
【００８９】
　＜端末装置の受信装置＞
　図１６は、本発明の実施形態において使用される端末装置の受信装置の構成の一例を表
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す機能ブロック図である。図１６に示すように、本実施の形態による受信装置３１は、ア
ンテナ３２と、受信ＲＦ部３３と、Ａ／Ｄ部３４と、ＣＰ除去部３５と、ＦＦＴ部３６と
、多重分離部３７と、伝搬路推定部３８と、伝搬路補償部３９と、多重モード復元部４０
と、データ復調部４１と、ターボ復号部４２と、伝搬路補償部４３と、多重モード復元部
４４と、ＱＰＳＫ復調部４５と、畳込み復号部４６と、制御部４７と、重みモード決定部
４８と、を具備する。
【００９０】
　受信ＲＦ部３３は、受信アンテナ３２を介して受信した信号を増幅し、中間周波数に変
換し（ダウンコンバート）、不要な周波数成分を除去し、信号レベルが適切に維持される
ように増幅レベルを制御し、受信した信号の同相成分及び直交成分に基づいて、直交復調
する。Ａ／Ｄ部３４は、受信ＲＦ部３３により直交復調されたアナログ信号をディジタル
信号に変換する。ＣＰ除去部３５は、Ａ／Ｄ部３４の出力したディジタル信号からサイク
リックプレフィクスに相当する部分を除去する。ＦＦＴ部３６は、ＣＰ除去部３５から入
力された信号を高速フーリエ変換し、ＯＦＤＭ方式の復調を行う。伝搬路補償部３９から
ターボ復号部４２まではデータ信号の復調処理に、伝搬路補償部４３から畳込み復号部４
６までは制御情報信号の復調処理に用いられる。
【００９１】
　多重分離部３７は、制御部４７からの指示に基づき、ＦＦＴ部３６がフーリエ変換した
信号、すなわちＯＦＤＭ方式により復調された受信信号から参照信号を、配置されたリソ
ースエレメントから抽出して出力する。具体的には、多重分離部３７は固定の配置である
参照信号を抽出して、伝搬路推定部３８に出力する。また、多重分離部３７はダウンリン
クデータ信号と制御情報信号との分離も行なう。
【００９２】
　伝搬路推定部３８は、多重分離部３７が分離、抽出した既知の参照信号の受信結果に基
づいて送信装置１のＯＦＤＭ送信部２４～２７に接続する送信アンテナ２２のアンテナポ
ート０～３およびＯＦＤＭ送信部２３に接続する送信アンテナ２２のアンテナポート５－
１～５－ｎの各々に対する伝搬路変動を推定し、伝搬路変動補償値を出力する。伝搬路補
償部３９、４３は、伝搬路推定部３８からの伝搬路変動補償値に基づいて、入力された信
号の伝搬路変動の補償を行う。多重モード復元部４０、４４は、伝搬路補償部３９、４３
がそれぞれ伝搬路変動の補償を行った信号について、送信装置が使用する多重モードに基
づき、図示していない信号電力決定部が決定したデータ電力を考慮して、送信装置が生成
した送信信号の各アンテナの周波数セットを再生し、合成して冗長化前の信号を生成する
。
【００９３】
　データ復調部４１は、多重モード復元部４０により生成されたデータ信号の復調を行う
。この復調は、送信装置１のデータ変調部５で用いた変調方式に対応したものが行われ、
変調方式に関する情報は制御部４７から指示される。ターボ復号部４２は、データ復調部
４１が復調したデータ信号を復号する。復号されたデータのうち、通知情報や報知情報が
抽出され、制御部４７へ入力される。また、重みに関する情報は、重みモード決定部４８
に入力される。ＱＰＳＫ復調部４５は、多重モード復元部４４により生成された制御情報
信号のＱＰＳＫ復調を行う。畳込み復号部４６は、多重モード復元部４４が復調した制御
情報信号を復号する。制御部４７では、使用される参照信号の識別符号や配置位置の情報
や、重み付け情報、スケジューリング情報、基地局依存の情報、端末装置固有の情報等の
解析も行い、その解析情報に従って受信装置の各部の制御を行なう。
【００９４】
　上記の実施の形態において、添付図面に図示されている構成等については、これらに限
定されるものではなく、本発明の効果を発揮する範囲内で適宜変更することが可能である
。その他、本発明の目的の範囲を逸脱しない限りにおいて適宜変更して実施することが可
能である。例えば参照信号の識別符号の生成方法や、参照信号の配置位置については主送
信セルにおける生成方法や、配置位置は主送信セルが協調受信を行なわない場合と同様の
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生成方法、配置位置として説明しているが、これを主送信セルが協調受信を行なわない場
合の生成方法、配置位置と異なるものとしても構わない。また、本発明は非特許文献１に
定義される、サイクリックプレフィクス長が通常長の場合に適用する例を示しているが、
他の状況、例えばサイクリックプレフィクス長が延長長の場合に適用しても構わない。
【００９５】
　また、本実施の形態で説明した機能を実現するためのプログラムをコンピュータ読み取
り可能な記録媒体に記録して、この記録媒体に記録されたプログラムをコンピュータシス
テムに読み込ませ、実行することにより各部の処理を行ってもよい。尚、ここでいう「コ
ンピュータシステム」とは、ＯＳや周辺機器等のハードウェアを含むものとする。
【００９６】
　また、「コンピュータシステム」は、ＷＷＷシステムを利用している場合であれば、ホ
ームページ提供環境（あるいは表示環境）も含むものとする。
【００９７】
　また、「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディスク、光磁気
ディスク、ＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭ等の可搬媒体、コンピュータシステムに内蔵されるハー
ドディスク等の記憶装置のことをいう。さらに「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」
とは、インターネット等のネットワークや電話回線等の通信回線を介してプログラムを送
信する場合の通信線のように、短時間の間、動的にプログラムを保持するもの、その場合
のサーバやクライアントとなるコンピュータシステム内部の揮発性メモリのように、一定
時間プログラムを保持しているものも含むものとする。また前記プログラムは、前述した
機能の一部を実現するためのものであっても良く、さらに前述した機能をコンピュータシ
ステムにすでに記録されているプログラムとの組み合わせで実現できるものであっても良
い。
【符号の説明】
【００９８】
ＢＳ１００、ＢＳ２００、ＢＳ３００、ＢＳ４００、ＢＳ５００、ＢＳ６００、ＢＳ７０
０　基地局装置
ＵＥ１００、ＵＥ１０１、ＵＥ２００～ＵＥ２０５、ＵＥ３００～ＵＥ３０５　端末装置
１　送信装置
３　データ信号処理部
４　ターボ符号部
５　データ変調部
６　プリコーディング部
７　重み付け部
８　制御信号処理部
９　畳込み符号部
１０　ＱＰＳＫ変調部
１１　プリコーディング部
１２　重み付け部
１３　参照信号発生部
１４　参照信号識別符号決定部
１５　制御部
１６　多重・マッピング部
１７　ＩＦＦＴ部
１８　ＣＰ挿入部
１９　移相部
２０　Ｄ／Ａ部
２１　送信ＲＦ部
２２　送信アンテナ
３１　受信装置
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３２　受信アンテナ
３３　受信ＲＦ部
３４　Ａ／Ｄ部
３５　ＣＰ除去部
３６　ＦＦＴ部
３７　多重分離部
３８　伝搬路推定部
３９　伝搬路補償部
４０　多重モード復元部
４１　データ復調部
４２　ターボ復号部
４３　伝搬路補償部
４４　多重モード復元部
４５　ＱＰＳＫ復調部
４６　畳込み復号部
４７　制御部
４８　重みモード決定部

【図１】 【図２】
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